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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(1）連結経営指標等           

売上高（千円） 11,693,902 9,607,551 9,470,182 8,185,025 7,282,970 

経常利益（千円） 402,482 329,384 309,667 212,313 96,999 

当期純利益（千円） 242,522 158,680 151,693 134,977 77,400 

純資産額（千円） 4,181,771 4,238,599 4,302,539 4,348,532 4,354,091 

総資産額（千円） 7,783,510 6,826,818 7,191,947 6,633,176 6,776,867 

１株当たり純資産額（円） 623.61 632.08 641.61 648.47 649.36 

１株当たり当期純利益金額 

（円） 
36.17 21.55 22.47 20.13 11.54 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 53.7 62.1 59.8 65.6 64.2 

自己資本利益率（％） 5.9 3.8 3.6 3.1 1.8 

株価収益率（倍） 7.7 12.2 15.5 18.9 42.8 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
48,725 △24,867 733,159 △61,037 254,101 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△7,738 34,924 13,791 47,978 38,601 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△210,675 △128,675 △123,175 △123,175 △123,428 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
2,959,642 2,787,587 3,411,362 3,275,128 3,444,403 

従業員数（人） 224 210 185 117 125 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高（千円） 10,922,677 9,333,543 9,141,346 7,705,706 7,212,848 

経常利益（千円） 414,796 352,465 293,452 193,902 85,686 

当期純利益（千円） 257,981 206,430 157,160 114,138 41,527 

資本金（千円） 547,350 547,350 547,350 547,350 547,350 

発行済株式総数（株） 6,706,000 6,706,000 6,706,000 6,706,000 6,706,000 

純資産額（千円） 4,190,883 4,290,659 4,360,065 4,386,219 4,355,906 

総資産額（千円） 7,678,710 6,806,057 7,034,143 6,611,648 6,800,198 

１株当たり純資産額（円） 624.96 639.84 650.19 654.09 649.63 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額） 

（円） 

13.00 

(  －) 

13.00 

(  －) 

13.00 

(  －) 

13.00 

(  －) 

13.00 

( －） 

１株当たり当期純利益金額 

（円） 
38.47 28.67 23.44 17.02 6.19 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 54.6 63.0 62.0 66.3 64.1 

自己資本利益率（％） 6.3 4.9 3.6 2.6 1.0 

株価収益率（倍） 7.3 9.2 15.0 22.3 79.8 

配当性向（％） 33.8 42.2 55.5 76.4 209.9 

従業員数（人） 151 143 137 107 117 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和45年７月 ミサワホーム株式会社のディーラーとして、プレハブ住宅（ミサワホーム）の販売、施工を主要

目的として、石川県河北郡内灘町に「北陸ミサワホーム株式会社」を設立 

昭和45年９月 建設業の登録（石川県知事登録（る）第3513号、昭和47年３月より建設大臣登録（ヨ）第2975

号。昭和49年２月より建設大臣許可（特－48）第3147号） 

昭和48年８月 宅地建物取引業の登録（建設大臣免許（１）第1597号） 

昭和48年11月 一級建築士事務所の登録（石川県知事登録第1319号） 

昭和54年６月 本社を現在地へ移転 

昭和56年４月 石川県小松市宝町に小松営業所を開設 

昭和57年４月 石川県七尾市西藤橋町に七尾営業所を開設 

平成元年10月 石川県金沢市西金沢に西金沢店を開設 

平成２年７月 富山県富山市西中野町に富山店社屋を完成 

平成５年８月 直施工体制の確立と提携工務店の施工指導を図るため、北陸ミサワ建設株式会社を当社の100％

子会社として設立（現連結子会社） 

平成５年10月 富山県高岡市赤祖父に高岡営業所を開設 

平成６年12月 北陸ビイック地下探査株式会社を当社の100％子会社とする 

平成７年１月 株式会社アイデザイン研究所を当社の100％子会社とする 

平成７年10月 株式会社ミサワホーム福井を合併し、北陸一円の営業権並びに販売権を取得 

平成７年11月 株式会社都市総合建設を当社の100％子会社とする（現連結子会社） 

平成９年４月 小松営業所を小松支店に改称 

平成９年４月 100％子会社北陸ビイック地下探査株式会社が社名変更し株式会社アーステクトとなる 

平成９年７月 石川県金沢市三口新町にサンスマイル営業所を開設 

平成９年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成10年７月 株式会社ミサワセラミックホーム北陸を当社の100％子会社として設立 

平成11年４月 高岡営業所を高岡支店に改称 

平成12年６月 品質保証の国際規格「ＩＳＯ９００１」の認証を取得 

平成14年９月 株式会社アーステクトの全株式を売却 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

 平成17年１月  株式会社ミサワセラミックホーム北陸を清算 



３【事業の内容】 

 当社グループは、北陸ミサワホーム㈱（当社）と親会社である北陸総合計画㈱及び子会社である北陸ミサワ建設

㈱、㈱都市総合建設で構成され、事業内容として主にミサワホーム㈱から調達した部材を用いた個人住宅の請負工

事、分譲住宅の販売並びに住宅関連事業、土地を有効利用した提案型の一般建築請負工事等を行っております。 

 当社グループの位置づけは次のとおりであります。 

 なお、次の事業区分は、「第５経理の状況１（１）連結財務諸表注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報

の区分と同一であります。 

住宅請負事業 

 当社が顧客より住宅（ミサワホーム）建築を請負、その主要部材をミサワホーム㈱より仕入れて、施工管理を行い、

北陸ミサワ建設㈱（子会社）他、指定外注先が施工を行っております。 

 なお、ミサワホーム以外の建築物の請負を行う㈱都市総合建設（子会社）があります。 

分譲事業 

 当社及び㈱都市総合建設において、宅地開発会社等より土地を購入し、住宅を施工し、土地付分譲住宅の販売及び分

譲宅地の販売をしております。 

 なお、住宅の施工については、住宅請負事業と同様の方法によっております。 

その他の事業 

 不動産の仲介及び建築確認申請等は、当社で直接行っております。 



 事業の系統図は次のとおりです。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．連結子会社の主要な事業の内容欄については、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．上記の子会社は、特定子会社に該当いたしません。 

     ３．上記の親会社及び子会社は、有価証券報告書又は有価証券届出書を提出しておりません。 

     ４．議決権の被所有割合の〔 〕内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

５．上記の親会社は、持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配されているため親会社としたものであ

ります。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く）であります。 

     ２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

     ２．平均年間給与は、従業員に対する税込支給額であり、基準外賃金、賞与及び販売報奨金を含んでおります。

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の
内容 

議決権の所有（被所
有）割合 

関係内容 

役員の兼任等 
資金援助 
（貸付金） 

営業上の取引 
所有 
（％） 

被所有 
（％） 

当社役員 
（名） 

当社従業員
（名） 

(親会社)                   

北陸総合計画㈱ 
石川県 

金沢市 
10,000 

不動産の賃貸

及び金銭貸借

等 

－ 
31.21

〔22.40〕 
－ － 無 

事務所・駐車

場の賃貸 

(連結子会社)                   

北陸ミサワ建設㈱ 
石川県 

金沢市 
30,000 住宅請負事業 100 － ４ ２ 有 施工外注取引 

㈱都市総合建設 
石川県 

金沢市 
20,000 

住宅請負事業

分譲事業 
100 － ３ － 有 施工外注取引 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

住宅請負事業 105   

分譲事業 2   

その他の事業 6   

全社（共通） 12   

合計 125   

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

117    35才０ヶ月   ９年８ヶ月 4,546,869 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費、設備投資、輸出がバランス良く成長に寄与し、景気は「踊り

場」を脱し、回復に向かって拡大傾向を示しており、戦後最長のいざなぎ景気を抜く可能性も出てきております。

特に設備、雇用、債務の「３つの過剰」の解消など構造調整が進展し、企業の財務・収益体質が強化され、内需の

回復が鮮明となっております。 

住宅業界におきましては、長らく続いた住宅市場の低迷にも変化が出てきており、足元の環境として雇用・所得

環境の回復とそれに伴う雇用不安の後退、都心部における地価の下げ止まりから反転上昇など、住宅投資を抑制し

てきたとみられる要因も改善の動きがみられております。また金融機関も住宅ローンに注力しており、今後も住宅

投資に堅調な動きが予想されます。その結果平成17年度の新設住宅着工戸数は約124万戸（前年度比4.7％増）と３

年連続の増加となりました。 

しかしながら北陸地区におきましては、新設住宅着工戸数は約２万２千戸（同4.9％減）と前年度水準を下回

り、持家においては約１万１千戸（同8.0％減）と全国平均に比べますと景気回復から一歩出遅れた状況となって

おります。 

このような状況の中、当社はミサワホームの特長を最大限に活かした大収納空間「蔵」を一階に備えた新商品

「センチュリー蔵のある家」を販売し他社との差別化を図るとともに、少子高齢化社会の到来を踏まえ、親子の絆

が深まり、経済的なメリットも多く、親夫婦・若夫婦のプライバシーを重視する「別居型同居の家」を提案提供し

てまいりました。また、多子世帯に対し積極的な支援策の展開も平成17年４月より実施しております。 

しかしながら、当連結会計年度の業績は売上高7,282,970千円（前連結会計年度比11.0％減）、経常利益96,999

千円（同54.3％減）、当期純利益77,400千円（同42.7％減）となりました。 

なお、セグメント別の業績につきましては、以下のとおりであります。 

〈住宅請負事業〉 

 当連結会計年度は、営業環境において苦戦となり、売上高6,711,894千円と前連結会計年度に比べ817,470千円の

減少となり、営業利益は396,728千円と前連結会計年度に比べ94,766千円の減少となりました。 

〈分譲事業〉 

 当連結会計年度は、売上高521,572千円と前連結会計年度に比べ68,008千円の減少となり、営業損失は32,942千

円（前連結会計年度は営業損失30,037千円）となりました。 

〈その他の事業〉 

 当連結会計年度は、売上高53,019千円と前連結会計年度に比べ16,676千円の減少、営業利益は27,820千円と前連

結会計年度に比べ11,644千円の減少となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下資金という）は、仕入債務の増加により、前

連結会計年度末に比べ169,275千円増加し、当連結会計年度末には3,444,403千円となりました。 

〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉 

 営業活動の結果、得られた資金は254,101千円（前連結会計年度は61,037千円の使用）となりました。その主な

ものは仕入債務が増加（177,719千円）したことによるものであります。 

〈投資活動によるキャッシュ・フロー〉 

 投資活動の結果、得られた資金は38,601千円（前連結会計年度は47,978千円）であり、その主なものはその他投

資等の減少による収入（47,744千円）によるものであります。 

〈財務活動によるキャッシュ・フロー〉 

 財務活動の結果、使用した資金は123,428千円（前連結会計年度は123,175千円）であり、その主なものは有利子債

務の返済（36,000千円）及び配当金の支払い（87,175千円）によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注状況 

 当連結会計年度における主要な受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前期以前に受注した工事で契約内容の変更により請負金額が変更したものについては、受注高にその増減を

含めております。 

３．当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため、「生産状況」は記載しておりません。 

(2）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

住宅業界において、地価の上昇、貸出金利の上昇及び消費税率引き上げ、また団塊ジュニアの結婚や出産、住宅取

得などへの支出増加、団塊世代の退職による経済効果等の短期的な駆け込み需要があると考えられます。その反面、

高齢化社会による財政や社会保障面、総需要の縮小や労働力人口の減少など長期的に懸念される問題も多く抱えてお

ります。 

リフォーム市場は新設住宅着工戸数が伸び悩むなかで、今後５年間で８兆円程度まで拡大すると予想されており、

リフォーム市場の獲得が重要な経営課題となっております。今後団塊世代が定年退職を迎え、築25～35年を迎えた住

宅のリフォーム需要が期待され、環境問題に配慮した太陽光発電やオール電化、耐震リフォームなど新たな需要も期

待されます。 

以上の課題に対し、当社は「顧客満足度のアップ」を最重点課題と認識しており、お客様の評判を高める施策等を

展開しております。また、今後さらにアフターメンテナンス体制の強化やリフォーム部門の新設を実施し、迅速な社

内業務の処理、的確なサービスの向上を目指し、社内の新システム構築に取り組んでおります。併せて顧客ニーズに

即した提案ができる営業体制の強化や、高齢化によって拡大する高齢者介護の需要に対する対応、少子高齢化社会に

対応した土地活用の新しい切り札として注目されるグループホームをはじめ、当社が提案提唱している「別居型同居

の家」など常に社会ニーズに応えられる企業体制を作り、環境問題や耐震にも配慮した企業を目指してまいります。

区分 受注高（千円） 前期比（％） 受注残（千円） 前期比（％） 

住宅請負事業 6,397,046 △6.5 3,451,476 △4.1 

分譲事業 521,572 △11.5 － － 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前期比（％) 

住宅請負事業（千円） 6,708,378 △10.9 

分譲事業  （千円） 521,572 △11.5 

その他の事業（千円） 53,019 △23.9 

合計    （千円） 7,282,970 △11.0 



４【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財政状況に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあ

ります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年３月31日現在）において、当社グループが

判断したものであります。 

（1）経営成績の季節的変動について（施工及び受注の平準化について） 

 当社グループにおける季節的変動要因として、９月、12月、３月に売上が集中するという傾向があります。加

えて当社グループが営業エリアとする北陸地方においては冬期における天候が施工の進捗状況に大きな影響を与

える可能性があります。したがって当社グループでは、施工及び受注の平準化と作業効率アップに努めておりま

す。しかしながら予想を超える事態が発生し、工期が遅延した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性

があります。 

  

（2）商品の瑕疵担保責任について 

当社グループの主力商品である「ミサワホーム」については、20年住宅保証制度を導入しております。商品の

性質上保証期間も長期に亘りかつ保証金額も多額に計上されることが考えられます。材料の性能と施工技術の向

上に注力しておりますが、今後保証工事による多額の費用が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

（3）競合等の影響について 

 当社グループの主力業態である「ミサワホーム」の販売はミサワホーム㈱との業務契約により北陸３県に限定

されております。北陸地方は在来工法の木造志向が強かった地方であり、地場のハウスメーカーが多く存在して

おり、これら同業者との間に競合が生じているものと考えられます。当社グループは、品質、価格等においてよ

り競争力のある商品を提供するとともに、独自の入居者定期訪問システムを充実させ、競争力の確保に努めてお

りますが、これらの業者との競合関係が激化し、相対的に当社グループの競争力が低下した場合には、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（4）経営上の重要な契約等について 

 親会社である当社において、ミサワホーム㈱と「ミサワホーム販売施工業務並びにミサワ部材の継続売買等に

関する契約」を締結しておりますが、この契約により、当社の販売市場は北陸３県に限定されております。また

住宅部材の大半をミサワホーム㈱から購入しており、この結果販売する商品、販売方法が限定される可能性があ

ります。顧客ニーズに応えるため、地域商品の開発及び販売方法の提案等、お互いの協力体制のもと方針を決定

しておりますが、部材・構造・工法等の基本的な研究開発は、ミサワホーム㈱に委託しているため、地域限定的

な特殊顧客ニーズに対しては限界もあり、当社グループへの業績及び今後の事業展開に大きく影響を及ぼす可能

性があります。 

  

     (5) 保有資産について 

 当社グループが保有する販売用不動産、固定資産、有価証券及びその他の資産について、時価が大幅に下落し

た場合や業績の悪化により評価損や減損を計上した場合には、当社グループの業績及び財務状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

（6）法的規制について 

 当社グループが属する住宅業界は、建設業法、建築基準法及び各種税法等さまざまな法規制の適用を受けてお

ります。これらの法的規制により、当社グループの活動が制限される可能性があります。また住宅関連税制の変

更は、顧客の購買意欲に大きく関係しており、変更内容によっては業績に影響を及ぼす可能性があります。 

    （7）個人情報保護について 

  当社グループは、業務の特性上多くの個人情報を取り扱っております。そこで当社グループでは、個人情報の

取り扱いについて「リスク管理規程」のもとプライバシーポリシーに従って、全社員及び取引業者には厳しく指

導しておりますが、万一個人情報の漏洩等が発生した場合には信用を大きく失墜させ、業績に影響を及ぼす可能

性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）ミサワホーム販売施工業務並びにミサワ部材の継続売買等に関する契約 

(2）工事請負基本契約 

６【研究開発活動】 

 研究開発活動は、部材・構造・工法等の基本的な研究開発については、部材仕入先であるミサワホーム㈱へ包括的

に委託しております。 

 当社グループの顧客に対する商品の設計運用面については、住宅請負事業及び分譲事業において、北陸地区の気候

にあった新しい高企画商品の開発を提案し、商品化を委託しております。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社グループの財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりです。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年３月31日現在）において、当社グループが

判断したものであります。 

財政状態 

流動資産 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は4,851,083千円（前連結会計年度末は4,711,851千円）となり

139,231千円増加しました。未収入金及び分譲土地建物は減少しましたが、現金及び預金と受取手形、売掛金及び

完成工事未収入金の売上債権の増加並びに未成工事支出金の増加が大きな要因です。 

固定資産 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は1,925,783千円（前連結会計年度末は1,921,324千円）となり4,459

千円増加しました。主な要因として、有形固定資産は減価償却費の計上により減少しましたが、投資有価証券の期

末評価額及び繰延税金資産が増加したためであります。 

流動負債 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は2,039,931千円（前連結会計年度末は1,863,275千円）となり

176,656千円増加しました。主な要因として、支払手形、買掛金及び工事未払金が増加したためであります。 

固定負債 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は382,844千円（前連結会計年度末は421,368千円）となり38,524千円

減少しました。主な要因として、長期借入金の返済による減少であります。 

資本 

 当連結会計年度末における資本の残高は4,354,091千円（前連結会計年度末は4,348,532千円）となり5,559千円

増加しました。主な要因として、配当金87,175千円の支払いがあったものの、当期純利益77,400千円の計上及び有

価証券評価差額金の増加（15,587千円）によるものであります。 

相手方の名称 契約の内容 契約期間 

ミサワホーム株式会社 高品質住宅の提供を通じて顧客の信用を保持

し、社会への貢献を図るとともに、当社及び

ミサワホーム㈱相互の利益を確保し、発展す

ることを目的とした石川県、富山県及び福井

県一円における工業化住宅「ミサワホーム」

の販売施工業務契約並びにミサワ部材の継続

売買契約。 

昭和43年４月26日より、１年

ごと自動更新 

相手方の名称 契約の内容 契約期間 

北陸ミサワ建設株式会社 

（連結子会社）   他８社 

施工の適正化と顧客の信用拡大を図り、当社

及び請負業者の相互発展を目的とした施工業

務委託契約。 

各社との契約締結日より２年

間で見直し（その後は１年ご

と自動更新） 



経営成績の分析 

売上高 

 当連結会計年度の当社グループの連結売上高は7,282,970千円と前連結会計年度比11.0％の減少となりました。 

 減収の要因としましては、北陸地方の住宅市場は新設住宅着工戸数が前年度を下回るなど、依然として厳しい状

況が続く中、販売競争が激化し、受注高の減少と厳しい価格競争の中での販売単価の下落が生じており、さらに豪

雪により工期が遅れたため一部の物件が売上に寄与できなかったためであります。 

売上原価、販売費及び一般管理費 

 当連結会計年度の当社グループの連結売上原価は6,202,296千円と前連結会計年度比10.5％の減少となりまし

た。これは売上高の減少に伴うものであります。また当連結会計年度については売上総利益率が14.8％（前連結会

計年度比0.6％減）となっておりますが、これは受注における競合の激化による利益率低下に加え、顧客満足度向

上のため建設部門において、サービス体制の強化を図ったことにより、製造経費等が増加したためであります。 

 販売費及び一般管理費につきましては983,027千円と前連結会計年度比5.9％の減少となりました。この減少のう

ち主なものは人件費関連のものが56,086千円でありますが、これは主に当社グループ内における組織の見直し等に

より人員構成に変更があり、営業及び事務部門の費用が減少したためであります。その他の経費につきましても、

様々なコスト削減に努力し効率的な使用を行った結果変動がみられたものです。 

営業利益及び経常利益 

 営業利益は97,647千円（前連結会計年度比54.2％減）となり、経常利益は96,999千円（前連結会計年度比54.3％

減）となりました。 

 当連結会計年度も引き続き、経費削減に努めましたが、住宅請負事業の受注高・利益率の低下及び分譲事業の損

失が増加したため、これを補うことができず前年を下回る結果となりました。 

特別利益（損失） 

     特別利益は非連結子会社の個別評価見直しによる貸倒引当金戻入益（9,999千円）であります。同様に特別損失

につきましても、同非連結子会社の株式評価損（9,999千円）の計上によるものであります。 

当期純利益 

 当期純利益は77,400千円と前連結会計年度比42.7％の減少となりました。この結果１株当たり当期純利益金額は

11円54銭となりました。 

     なお、平成18年５月22日開催の取締役会において、連結子会社である北陸ミサワ建設株式会社の解散及び清算を

決議いたしました。詳細につきましては、「第５経理の状況 １連結財務諸表等（1）連結財務諸表（重要な後発

事象）」ご参照下さい。 

キャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは254,101千円（前連結会計年度は61,037千円の使用）の資金を得ました。こ

れは、税金等調整前当期純利益（96,763千円）を計上し、また仕入債務が増加（177,719千円）したことなどによる

ものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは38,601千円（前連結会計年度は47,978千円）の資金を得ました。これは主

に、その他投資等の減少（47,744千円）による収入であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは123,428千円（前連結会計年度は123,175千円）の資金を使用しました。これ

は、長期借入金の返済（36,000千円）と配当金の支払い（87,175千円）によるものであります。 

 以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は3,444,403千円（前連結会計年度は

3,275,128千円）となりました。 

 当社グループの財政状態は、株主資本比率が高く良好に推移しておりますが、今後、なおいっそうの資金効率を考

慮し、高い収益を生むことのできる運用に考慮して取り組んでいくことが急務であると考えております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 上記の他、主要な賃借設備として以下のものがあります。 

(2)子会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特に記載すべき事項はありません。 

(1)提出会社 平成18年３月31日現在 

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

帳簿価格 

従業員数 

（人） 
土地 

（千円） 

(面積 ㎡) 

建物及び 

構築物 

（千円） 

その他 

（千円） 

合計 

（千円） 

本社、金沢支店 

（石川県金沢市ほか） 

住宅請負事業

分譲事業 

その他の事業 

事務所ほか 
365,058 

(2,480.86㎡)
31,853 8,090 405,002 46 

西金沢支店 

（石川県金沢市） 
同上 同上 － 6,079 2,303 8,382 19 

小松支店 

（石川県小松市） 
同上 同上 

103,689 

(703.00㎡)
68,889 202 172,781 4 

富山支店 

（富山県富山市） 
同上 同上 

608,806 

(1,579.91㎡)
79,508 1,460 689,775 24 

高岡支店 

（富山県高岡市） 
同上 同上 － 3,419 1,945 5,364 4 

福井支店 

（福井県福井市ほか） 
同上 同上 

155,785 

(673.33㎡)
122,972 1,561 280,320 20 

賃借設備 平成18年３月31日現在

事業所名 

（所在地） 
事業の種類別セグメントの名称 設備の内容 年間賃借料（千円） 

本社、金沢支店 

（石川県金沢市ほか） 

住宅請負事業 

分譲事業 

その他の事業 

事務所 59,728 

西金沢支店 

（石川県金沢市） 
同上 同上 26,514 

高岡支店 

（富山県高岡市） 
同上 同上 4,123 

賃借設備 平成18年３月31日現在 

会社名 
事業所名 

(所在地) 

事業の種類別セグメント

の名称 
設備の内容 

従業員数 

(人) 

年間賃借料 

（千円） 

北陸ミサワ建設㈱ 
金沢店 

（石川県金沢市） 
住宅請負事業 

事務所 

（賃借） 
3 594 

㈱都市総合建設 
本社 

（石川県金沢市） 

住宅請負事業 

分譲事業 
同上 5 2,293 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集（入札による募集） 

550,000株 

発行価格    770円 

資本組入額   385円 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式800株は「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に300株を含めて記載しております。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成18年３月31日現在) 

提出日現在発行数 
（株） 

(平成18年６月29日現在) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,706,000 6,706,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,706,000 6,706,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成９年10月７日 

 （注） 
550,000 6,706,000 211,750 547,350 215,245 270,845 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 7 7 34 1 － 815 864 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 646 36 6,585 12 － 6,128 13,407 2,500 

所有株式数の

割合（％） 
－ 4.82 0.27 49.12 0.09 － 45.70 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）前事業年度末現在主要株主であったミサワキャピタル株式会社は、当事業年度末では主要株主ではなくなり、ミ

サワホーム株式会社が新たに主要株主となりました。 

     

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数2個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

北陸総合計画株式会社 石川県金沢市堀川町25番５号 2,092 31.19 

ミサワホーム株式会社 東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号 1,120 16.70 

林 繁 石川県金沢市 738 11.01 

林 敦 石川県金沢市  355 5.30 

林 貴子 石川県金沢市 280 4.17 

三澤 千代治 東京都多摩市  139 2.08 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り一丁目２番26号 100 1.49 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町一番地 100 1.49 

林 由美 石川県金沢市  60 0.89 

北陸ミサワホーム従業員持株会  石川県金沢市堀川町25番５号  48 0.72 

計 － 5,034 75.07 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 (自己保有株式） 

普通株式     500 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,703,000 13,406 － 

単元未満株式 普通株式   2,500 － － 

発行済株式総数 6,706,000 － － 

総株主の議決権 － 13,406 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名ま
たは名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

北陸ミサワホーム㈱ 
石川県金沢市堀川

町25番５号 
500 － 500 0.01 

計 － 500 － 500 0.01 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

  該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

      該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

利益配分に関しましては、株主の皆様への利益還元を最重要政策と認識し、業績向上に努め、配当性向・経営基

盤の確保と財務体質の充実等を総合的に考え、安定的かつ継続的に実施することを基本方針としております。 

当期の配当につきましては、上記の方針に基づき１株当たり13円を実施することを決定しました。 

  内部留保資金の使途につきましては、経営資金に充当するほか長期的な視点に立った設備投資等に充て、競争力

の強化と将来の発展に向けた原資として活用してまいりたいと考えております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第35期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 379 303 382 
429 

※399 
804 

最低（円） 250 222 221 
350 

※310 
380 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 460 804 713 610 612 594 

最低（円） 440 463 525 470 465 486 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株） 

代表取締役会長   林   敦 昭和10年４月16日生 

昭和29年４月 林製材所入社 

昭和33年10月 石川ナショナル月賦販売株式会社

入社 

昭和39年４月 株式会社はやし建設設立同社常務

取締役 

昭和45年７月 当社設立、代表取締役社長 

昭和59年２月 株式会社都市総合建設設立 

 同社代表取締役(現任) 

昭和59年９月 北陸ビイック地下探査株式会社

(現株式会社アーステクト)設立 

 同社代表取締役 

平成４年12月 株式会社アイデザイン研究所設立 

 同社代表取締役(現任) 

平成５年４月 当社代表取締役会長(現任) 

355 

代表取締役社長  金沢支店長 高見 幸三 昭和29年２月20日生 

昭和51年４月 石繊株式会社入社 

昭和55年11月 当社入社 

平成３年４月 当社金沢店営業部長 

平成５年４月 当社取締役富山店店長 

平成８年４月 当社取締役金沢支店長 

平成10年４月 当社取締役西金沢支店長兼小松支

店長 

平成11年４月 当社取締役西金沢支店長 

平成14年８月 当社代表取締役社長 

平成17年３月 当社代表取締役社長兼金沢支店長

（現任） 

14 

専務取締役   上野 孝治 昭和22年５月26日生 

昭和46年４月 田中精密工業株式会社入社 

昭和48年３月 当社入社 

昭和63年３月 当社特建事業部長 

平成４年４月 殖産地所株式会社（現ショクサン

地所株式会社）出向 

平成４年７月 同社取締役営業部長 

平成５年３月 同社代表取締役 

平成17年６月 当社専務取締役（現任） 

12 

取締役 西金沢支店長 田中 孝司 昭和28年９月24日生 

昭和51年４月 当社入社 

平成６年４月 北陸ミサワ建設株式会社出向同社

建設部長 

平成８年10月 北陸ミサワ建設株式会社代表取締

役 

平成10年４月 当社金沢支店長 

平成10年６月 当社取締役金沢支店長 

平成13年12月 北陸ミサワ建設株式会社代表取締

役(現任) 

平成14年８月 当社取締役建設本部長 

平成16年７月 

 平成17年９月 

当社取締役富山支店長 

当社取締役西金沢支店長（現任） 

5 

 



 （注） 監査役小堀幸穂氏及び多賀道正氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株） 

常勤監査役   笠間 重弘 昭和22年６月11日生 

昭和41年４月 株式会社三和銀行（現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

昭和56年４月 テイケン工務入社 

昭和61年７月 当社入社 

平成10年４月 当社総務部長 

平成10年６月 当社取締役総務部長 

平成14年８月 当社取締役業務本部長 

平成17年６月 当社常勤監査役（現任） 

6 

監査役   小堀 幸穂 昭和21年９月24日生 

昭和46年４月 古河電気工業株式会社入社 

昭和49年８月 株式会社小堀酒造店入社 

昭和52年６月 同社取締役 

昭和59年６月 同社専務取締役 

平成６年６月 同社代表取締役社長(現任) 

平成８年６月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   多賀 道正 昭和28年３月28日生 

昭和53年４月 ミサワホーム株式会社入社 

平成５年６月 ミサワリゾート株式会社（現リゾ

ートソリューション株式会社）取

締役 

平成15年６月 ミサワホーム株式会社取締役執行

役員 

平成15年８月 ミサワホームホールディングス株

式会社執行役員（現任） 

  同社住宅事業戦略部長 

平成17年６月 同社取締役（現任） 

  同社中央ブロック統括部長兼販売

推進担当（現任） 

  当社監査役(現任) 

－ 

        計 393 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業を効率よく、かつ経営環境に迅速に対応するために最小限の経営体制で運営しております。企業を取

り巻く環境は多種多様に変化しており、経営の意思決定システムを充実させることが急務になっております。経営

の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させ、株主重視の公正な経営システムを構築し維持する

ことが重要であると認識しております。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

  当社は監査役制度採用会社であり、取締役の業務執行に対するモニタリング機関として、常勤監査役１名と

社外の非常勤監査役２名で監査役会を構成しており、冷静な判断と助言報告ができるよう、社外監査役の２名の

うち１名は住宅関係とは無縁の監査役であります。 

    ② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社は、適法かつ適正な経営を実現するため、内部統制の一層の充実を図り、取締役会が会社の業務執行の重

要な意思決定機関として、また業務執行の監督機関としての役割を果たし、経営の健全性と透明性を向上させ、

変化する経営環境に迅速かつ的確に対応できる体制にしております。 

      当社は、法令遵守及び倫理維持を業務遂行上の重要な課題と位置づけており、コンプライアンスの実行性を高

めていくことを目的として、専務取締役を委員長とするコンプライアンス・リスク委員会を設置しております。

また、取締役を含めた従業員の行動指針として、コンプライアンスマニュアルを定め、企業倫理、法令遵守の徹

底と、コンプライアンスの意識の維持・確立を図る体制を整備しております。内部通報制度におきましても、通

報者が不利益を受けることなく通報できるように、業務とは別の連絡経路を設けたヘルプライン制度を構築する

ことによって、企業内リスク情報を早期発見・対応できるようにするとともに、コンプライアンス体制・内部体

制の強化を図っております。 

    ③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 社長直属の監査室（１名）は、業務執行の妥当性や効率性を監査し、独自の立場から評価して経営に対する助

言と提案を行っております。監査役とは定期的な打合せに加え、問題が発生した場合においては随時報告する体

制をとっております。 

 また、監査役は取締役会や経営会議等、経営戦略業務遂行に関わる会議に出席し、適宜助言報告を行うととも

に取締役の職務遂行についても厳正な監視を行っております。 

   ④ 会計監査の状況 

 当社は中央青山監査法人と監査契約を締結し、商法監査及び証券取引法監査を受けております。同監査法人か

らは定期的な監査のほか、監査結果の報告を受けて、内部統制等や経営上の課題等についてアドバイスを受けて

おります。 

     当期において業務を執行した公認会計士及び監査業務に係るその補助者の構成は以下のとおりです。 

      ・業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数 

         指定社員 業務執行社員 竹内 正挙（11年） 

      指定社員 業務執行社員 岡村 健司 

      （ ）内は継続年数が７年を超える場合の継続監査年数 

     ・会計監査業務に係る補助者の構成 

      公認会計士 ６名  会計士補 ９名 

    ⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

     当社は社外取締役を選任しておりませんが、社外監査役として２名選任しております。１名は地元企業の代表

者であり、もう１名は住宅部材の仕入先であるミサワホーム株式会社の親会社であるミサワホームホールディン

グス株式会社の取締役執行役員であります。 

 当社と当社の社外監査役との取引は、いずれの場合もそれぞれの会社での定型的な取引であり、社外監査役個

人が直接利害関係を有するものではありません。 

      ⑥ リスク管理体制の整備の状況 

    当社は、事業活動全般にわたり生じる様々なリスクについて、事前に関連部門においてリスクの分析やその対

応策の検討を行い、必要に応じて経営会議や取締役会において審議を行っております。また経営会議には、社外

有識者をアドバイザーとして招聘しており、当社の事業分野、経営戦略、経営環境及び経営指標等にアドバイス

をいただき、幅広い視野からの危機管理に努めております。 



 内部管理体系 

  



(2）役員報酬の内容 

   当社の役員に対する報酬の内容は以下のとおりであります。 

   ・取締役  ５名    43,474千円 

   ・監査役  ３名     5,398千円 

   期末現在の取締役及び監査役の人員は７名であり、支給人員との差１名は期中退任によるものであります。 

  株主総会で定められた報酬限度額は、取締役月額15,000千円以内、監査役月額1,000千円以内であります。 

(3）監査報酬の内容 

 当社の会計監査人である中央青山監査法人に対する報酬額は以下のとおりであります。 

   監査契約に基づく監査証明業務（公認会計士法第２条第１項の業務）に係る報酬13,000千円 

 （上記以外の報酬はありません。） 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

準じて作成しております。 

  ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金    3,556,128 3,725,403 

２．受取手形、売掛金及び
完成工事未収入金 

   460,551 495,475 

３．たな卸資産    522,439 520,567 

４．繰延税金資産    86,087 59,804 

５．未収還付法人税等    － 16,167 

６．その他流動資産    100,478 47,158 

  貸倒引当金    △13,833 △13,493 

流動資産合計    4,711,851 71.0 4,851,083 71.6

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1) 建物及び構築物 ※２ 843,380 844,805   

減価償却累計額  504,368 339,011 529,875 314,930 

(2) 土地 ※２   1,223,797 1,233,339 

(3) その他有形固定資産  113,853 110,186   

減価償却累計額  92,794 21,059 94,113 16,073 

有形固定資産合計    1,583,867 23.9 1,564,343 23.1

２．無形固定資産    8,047 0.1 16,247 0.2

３．投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 ※１   80,256 90,426 

(2) 繰延税金資産    96,866 106,580 

(3) その他投資等    172,153 158,359 

  貸倒引当金    △19,866 △10,174 

投資その他の資産合計    329,409 5.0 345,192 5.1

固定資産合計    1,921,324 29.0 1,925,783 28.4

資産合計    6,633,176 100.0 6,776,867 100.0 

       
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形、買掛金及び
工事未払金 

  983,910 1,161,630 

２．短期借入金 ※２   386,000 386,000 

３．未払法人税等   566 － 

４．未成工事受入金   233,732 237,984 

５．預り金   41,561 85,333 

６．賞与引当金   48,200 44,000 

７．完成工事補償引当金   46,300 40,000 

８．その他流動負債   123,004 84,983 

流動負債合計   1,863,275 28.1 2,039,931 30.1

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金 ※２   164,000 128,000 

２．退職給付引当金   67,714 80,786 

３．役員退職慰労引当金   146,000 132,000 

４．その他固定負債   43,653 42,057 

固定負債合計   421,368 6.3 382,844 5.7

負債合計   2,284,643 34.4 2,422,775 35.8

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※３   547,350 8.3 547,350 8.1

Ⅱ 資本剰余金   270,845 4.1 270,845 4.0

Ⅲ 利益剰余金   3,520,534 53.1 3,510,759 51.8

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  9,940 0.1 25,527 0.3

Ⅴ 自己株式 ※４   △137 △0.0 △390 △0.0

資本合計   4,348,532 65.6 4,354,091 64.2

負債、資本合計   6,633,176 100.0 6,776,867 100.0 

      



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    8,185,025 100.0 7,282,970 100.0 

Ⅱ 売上原価    6,926,998 84.6 6,202,296 85.2

売上総利益    1,258,026 15.4 1,080,674 14.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１．従業員給料手当  412,600 363,864   

２．賞与引当金繰入額  32,691 30,284   

３．退職給付費用  23,930 23,490   

４．役員退職慰労引当金
繰入額 

 4,500 4,300   

５．広告宣伝費  109,380 117,135   

６．貸倒引当金繰入額  － 27   

７．減価償却費  24,424 20,123   

８．その他  437,191 1,044,718 12.8 423,801 983,027 13.5

営業利益    213,308 2.6 97,647 1.3

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息  796 2,899   

２．仕入割引  17,304 8,013   

３．受取手数料  26,530 31,484   

４．貸倒引当金戻入益  3,057 －   

５．賞与引当金戻入益  9,870 －   

６．その他営業外収益  15,150 72,708 0.9 13,028 55,426 0.8

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息  10,761 9,610   

２．違約等手数料  60,879 37,754   

３．たな卸資産評価損  － 6,001   

４．その他営業外費用  2,061 73,702 0.9 2,707 56,073 0.8

経常利益    212,313 2.6 96,999 1.3

       
 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益      

１．貸倒引当金戻入益    － － － 9,999 9,999 0.1

Ⅶ 特別損失      

１．固定資産除却損 ※1 － 236   

２．会員権評価損  13,500 －   

３．関係会社株式評価損    － 13,500 0.2 9,999 10,236 0.1

税金等調整前当期純
利益 

   198,813 2.4 96,763 1.3

法人税、住民税及び
事業税 

 56,566 13,377   

法人税等調整額  7,270 63,836 0.8 5,985 19,363 0.2

当期純利益    134,977 1.6 77,400 1.1

       



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  270,845  270,845

Ⅱ 資本剰余金期末残高  270,845  270,845

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  3,473,732  3,520,534

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．当期純利益  134,977 134,977 77,400 77,400

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  87,175 87,175 

２．役員賞与  1,000 88,175 － 87,175

Ⅳ 利益剰余金期末残高  3,520,534  3,510,759

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税金等調整前当期純利益   198,813 96,763 

減価償却費   35,274 30,541 

固定資産売却益   △13      － 

固定資産除却損   324 236 

関係会社清算損失   279 － 

会員権評価損   13,500 － 

関係会社株式評価損    － 9,999 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

  △4,057 △10,032 

賞与引当金の増減額（減
少：△） 

  △24,760 △4,200 

完成工事補償引当金の増
減額（減少：△） 

  △1,300 △6,300 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

  △15,165 13,072 

役員退職慰労引当金の増
減額(減少：△) 

  4,500 △14,000 

受取利息及び受取配当金   △796 △2,899 

支払利息   10,761 9,610 

売上債権の増減額（増
加：△） 

  136,092 △34,924 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

  186,925 1,871 

その他流動資産の増減額
（増加：△） 

  5,717 12,446 

仕入債務の増減額（減
少：△） 

  △435,861 177,719 

未成工事受入金の増減額
（減少：△） 

  △23,581 4,252 

その他流動負債の増減額
（減少：△） 

  27,551 2,106 

役員賞与の支払額   △1,000 － 

その他   236 △112 

小計   113,443 286,151 

利息及び配当金の受取額   535 2,276 

利息の支払額   △10,756 △9,611 

法人税等の支払額   △164,258 △33,534 

法人税等の還付額   － 8,819 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △61,037 254,101 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

定期預金の預入による支
出 

  △562,000 △562,000 

定期預金の払戻による収
入 

  562,000 562,000 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △4,306 △11,253 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  157 － 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  － △8,200 

投資有価証券の売却によ
る収入  

  － 5,172 

その他投資等の取得によ
る支出 

  △31,604 △1,861 

その他投資等の減少によ
る収入 

  33,966 47,744 

関係会社清算による収入   49,720 － 

貸付による支出   － △365,000 

貸付資金返済による収入   45 372,000 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  47,978 38,601 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

長期借入金の返済による
支出 

  △36,000 △36,000 

配当金の支払額   △87,175 △87,175 

自己株式の取得による支
出 

  － △253 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △123,175 △123,428 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額（減少：△） 

  △136,233 169,275 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  3,411,362 3,275,128 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末
残高 

  3,275,128 3,444,403 

      



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社グループの主要取引先であるミサワホーム株式会社

は、平成16年12月28日に株式会社産業再生機構（以下「機

構」という）に事業再生計画を提出し、再生支援の申し込

みを行い、同日付で支援決定の通知を受けました。かかる

状況において、同社は、多額の特別損失の計上により平成

17年３月期末において債務超過となったことから、当社グ

ループには継続企業の前提に関する重要な疑義が存在して

おります。 

 機構は、平成17年３月25日に買取決定を行い、機構と関

係金融機関等の合意が整いました。これを受け、ミサワホ

ーム株式会社グループは、住宅事業への経営資源の集中及

び財務リストラを中心とした事業再生計画の実行により継

続企業の前提に関する重要な疑義は解消されるものと考え

ております。したがって、当社グループは継続企業を前提

として連結財務諸表を作成しており、当該重要な疑義の影

響を連結財務諸表に反映しておりません。 

 なお、上記の買取決定に基づいて、当社グループの主要

取引先であるミサワホーム株式会社は平成17年６月10日付

で金融機関等から債務免除113,326百万円を受け、同社の

親会社であるミサワホームホールディングス株式会社は株

式会社ユーエフジェイ銀行を引受先とする第三者割当増資

（優先株式発行）19,999百万円を実施しております。 

 また、ミサワホームホールディングス株式会社は平成17

年６月24日付でトヨタ自動車株式会社、ＮＰＦ－ＭＧ投資

事業有限責任組合、あいおい損害保険株式会社を引受先と

して第三者割当増資（普通株式発行）25,826百万円を実施

しております。 

────── 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結の範囲に含めた子会社は、北陸ミ

サワ建設㈱、㈱都市総合建設の２社であ

ります。 

 非連結子会社（㈱アイデザイン研究

所）は小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲に含めておりませ

ん。 

 なお、前連結会計年度において、非連

結子会社であった株式会社ミサワセラミ

ックホーム北陸は、平成16年７月29日株

主総会の決議により解散、平成17年１月

31日清算を結了しております。 

連結の範囲に含めた子会社は、北陸ミ

サワ建設㈱、㈱都市総合建設の２社であ

ります。 

 非連結子会社（㈱アイデザイン研究

所）は小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲に含めておりませ

ん。 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社は、当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外しております。 

 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、決算日が連結決算

日と異なる子会社は次のとおりでありま

す。 

 同左 

  北陸ミサワ建設㈱ １月31日 

㈱都市総合建設 ２月28日 

    

    

   これらの連結子会社は、当該子会社の

決算財務諸表を使用しておりますが、連

結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行っておりま

す。 

  

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

分譲土地建物及び未成工事支出金 

……個別法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

……定率法 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産（ソフトウェア） 

……社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

無形固定資産（ソフトウェア） 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えて、支

給見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に

備えるため、過年度の保証工事実績

に基づく実績率により計上しており

ます。 

③ 完成工事補償引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

年度末における退職給付債務及び年

金資産額に基づき計上しておりま

す。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社は、役員退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

  (4）リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(4）リース取引の処理方法 

同左 

  (5）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(5）消費税等の会計処理方法 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動については僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── 

  

 （連結貸借対照表） 

「未収還付法人税等」は、前連結会計年度まで流動資産

の「その他流動資産」に含めて表示しておりましたが、

金額的重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度末の「未収還付法人税等」は

1,998千円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式）       10,000千円 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式）          0千円 

※２．資産のうち金融機関からの借入金の担保に供して

いるものは、次のとおりであります。 

※２．資産のうち金融機関からの借入金の担保に供して

いるものは、次のとおりであります。 

建物及び構築物 286,538千円

土地 1,088,918千円

計 1,375,457千円

建物及び構築物       267,059千円

土地      1,088,918千円

計      1,355,978千円

担保提供資産に対応する債務 担保提供資産に対応する債務 

短期借入金 386,000千円

長期借入金 164,000千円

計 550,000千円

短期借入金        386,000千円

長期借入金        128,000千円

計       514,000千円

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式6,706,000株で

あります。 

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式6,706,000株で

あります。 

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式200株で

あります。 

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式800株で

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．              ────── ※１．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

  

  

車両及び運搬具      147千円

工具器具及び備品     88千円

計      236千円



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年3月31日現在） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年3月31日現在） 

現金及び預金 3,556,128千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △ 281,000千円

現金及び現金同等物 3,275,128千円

現金及び預金      3,725,403千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △  281,000千円

現金及び現金同等物      3,444,403千円

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

3,345 3,283 61

合計 3,345 3,283 61

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

3,345 3,345 －

合計 3,345 3,345 －

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 61千円

１年超 －千円

合計 61千円

１年内   －千円

１年超 －千円

合計   －千円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

  

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 371千円

減価償却費相当額 371千円

支払リース料    61千円

減価償却費相当額    61千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

          ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

       売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 19,167 36,191 17,023 47,275 90,026 42,751 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 19,167 36,191 17,023 47,275 90,026 42,751 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 28,107 27,665 △442 － － － 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 28,107 27,665 △442 － － － 

合計 47,275 63,856 16,580 47,275 90,026 42,751 

種類 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式     

非上場株式 10,000 0 

(2）その他有価証券     

非上場株式 400 400 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 当社グループは退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

 （注） 当社グループは退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付債務の計算基礎は簡便法によっており、退職一時金制度は、期末自己都合要支給額を退職給付債務

とみなす方法、適格退職年金制度は、在籍する従業員については期末自己都合要支給額を、年金受給者及び待

期者については各社決算日の年金財政上の責任準備金の額を退職給付債務とする方法によっております。 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  (1）退職給付債務（千円） △172,603 △178,809 

  (2）年金資産（千円） 106,412 98,636 

  
(3）連結貸借対照表計上額純額(1)+(2) 

（千円） 
△66,190 △80,172 

  (4）前払年金費用（千円） 1,524 614 

  (5）退職給付引当金(3)-(4)（千円） △67,714 △80,786 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付費用     

(1）勤務費用等（千円） 36,450 30,135 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 13,546

賞与引当金損金算入限度超過額 19,491

完成工事補償引当金損金算入限度超

過額 
18,722

退職給付引当金損金算入限度超過額 26,205

役員退職慰労引当金損金算入限度超

過額 
59,039

分譲土地建物評価損否認 9,296

未払事業税 821

税務上の繰越欠損金 13,942

違約等手数料否認 24,262

会員権評価損否認 6,519

その他 12,850

繰延税金資産小計 204,698

評価性引当額 △15,104

繰延税金資産合計 189,593

繰延税金資産 千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 30,560

賞与引当金損金算入限度超過額 17,792

完成工事補償引当金損金算入限度超

過額 
16,175

退職給付引当金損金算入限度超過額 32,529

役員退職慰労引当金損金算入限度超

過額 
53,378

関係会社株式等 16,175

分譲土地建物評価損否認 9,296

税務上の繰越欠損金 8,882

違約等手数料否認 8,087

その他 12,212

繰延税金資産小計 205,086

評価性引当額 △21,478

繰延税金資産合計 183,608

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △6,640

繰延税金資産の純額 182,953

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △17,223

繰延税金資産の純額 166,384

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9 

住民税均等割等 1.1 

欠損子会社の未認識税務利益 △0.5 

税務上の繰越欠損金の利用 △1.5 

評価性引当額の増減 △5.2 

未払法人税等の取崩 △4.8 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税率の負担率 32.1％

 

法定実効税率   40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.4 

住民税均等割等 2.1 

欠損子会社の未認識税務利益 0.8 

税務上の繰越欠損金の利用 △5.7 

評価性引当額の増減 △23.1 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税率の負担率 20.0％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

販売方法及び商品の存在形態の類似性を考慮して区分しております。 

  
住宅請負事
業（千円） 

分譲事業 
（千円） 

その他の事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 7,525,748 589,581 69,696 8,185,025 － 8,185,025 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
3,616 － － 3,616 (3,616) － 

計 7,529,364 589,581 69,696 8,188,641 (3,616) 8,185,025 

営業費用 7,037,869 619,618 30,230 7,687,718 283,998 7,971,717 

営業利益又は営業損失（△） 491,494 △30,037 39,465 500,922 (287,614) 213,308 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 2,049,153 366,590 17,860 2,433,605 4,199,571 6,633,176 

減価償却費 27,183 2,517 261 29,962 5,311 35,274 

資本的支出 3,680 250 33 3,964 341 4,306 

  
住宅請負事
業（千円） 

分譲事業 
（千円） 

その他の事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 6,708,378 521,572 53,019 7,282,970 － 7,282,970 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
3,516 － － 3,516 (3,516) － 

計 6,711,894 521,572 53,019 7,286,486 (3,516) 7,282,970 

営業費用 6,315,165 554,515 25,199 6,894,880 290,443 7,185,323 

営業利益又は営業損失（△） 396,728 △32,942 27,820 391,606 (293,959) 97,647 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 2,132,224 265,722 14,178 2,412,125 4,364,741 6,776,867 

減価償却費 23,645 1,889 191 25,726 4,815 30,541 

資本的支出 7,112 162 440 7,714 11,738 19,453 



２．各事業区分別の主要な商品等は次のとおりであります。 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度は283,998千円、

当連結会計年度は290,443千円であり、その主なものは、企業イメージ広告に要した費用及び当社の管理部

門に係る費用であります。 

４. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度は4,199,571千円、当連結会計

年度は4,364,741千円であり、その主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金

（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がな

いため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

           該当事項はありません。 

      当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．当社役員林敦が議決権の100％を保有しております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件の期間内に全額回収し

ております。  

事業区分 主要商品及び事業区分 

住宅請負事業 

木質及びセラミック住宅の建築請負 

ビル、マンション等の建築請負 

増改築、リフォーム工事 

分譲事業 
土地付分譲住宅の販売及び施工 

分譲宅地の販売 

その他の事業 
不動産の仲介 

建築確認申請及び調査 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等（当該

子会社を含

む） 

ショクサン

地所㈱(注1) 

石川県 

金沢市 
10,000 

不動産の

管理 
－ － 

分譲土

地の購

入及び

社宅の

賃貸借 

金銭の貸付

 受取利息 

360,000 

1,417 

短期貸付金 

 未収収益 

－ 

 － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 648円47銭

１株当たり当期純利益金額 20円13銭

１株当たり純資産額    649円36銭

１株当たり当期純利益金額   11円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（千円） 134,977 77,400 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (   －)  (   －) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 134,977 77,400 

期中平均株式数（株） 6,705,800 6,705,420 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── (子会社の解散及び清算) 

  当社連結子会社である北陸ミサワ建設株式会社は、設

立当初の、技術者を養成するという目的を達成したた

め、平成18年５月22日開催の取締役会において解散及び

清算を決議いたしました。 

  当連結子会社の概要は以下のとおりであります。 

  ①当該子会社の名称、事業内容、持分比率 

   名称: 北陸ミサワ建設株式会社 

   事業内容： プレハブ住宅の施工監理 

   持分比率： 100％ 

  ②解散及び清算の時期 

     平成18年5月22日 当社取締役会で解散決議 

     平成18年7月 1日 当該子会社臨時株主総会にお 

                        ける解散決議(予定) 

     平成19年1月   清算結了（予定） 

    ③当該子会社の状況、負債総額 

      所在地: 石川県金沢市西金沢四丁目555番地 

   代表者: 代表取締役 田中 孝司 

   設立年月日: 平成５年８月２日 

   資本金： 30,000千円 

   負債総額： 94,056千円 

  ④当該解散による会社の損失見込額 

   解散及び清算に伴う損益への影響は、軽微であり 

  ます。 

  ⑤当該解散が営業活動等へ及ぼす影響 

   売上の大部分が当社グループ内の取引であるた 

  め、軽微であります。  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」は期末加重平均利率を使用して算定しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 350,000 350,000 1.71 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 36,000 36,000 2.17 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 164,000 128,000 2.17 平成19年～22年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 550,000 514,000 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 36,000 36,000 42,000 14,000 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   3,522,400 3,698,362 

２．受取手形    － 39,500 

３．完成工事未収入金   391,250 454,720 

４．売掛金   20,720 － 

５．分譲土地建物   217,960 139,769 

６．未成工事支出金   262,434 358,991 

７．前渡金   1,100 5,903 

８．前払費用   2,329 2,585 

９．繰延税金資産   86,132 59,808 

10．未収還付法人税等      － 16,544 

11．未収入金   64,177 8,288 

12．その他流動資産   22,123 32,911 

  貸倒引当金   △13,735 △13,405 

流動資産合計   4,576,893 69.2 4,803,980 70.6

      
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1) 建物 ※２ 791,311 792,736   

減価償却累計額  463,880 327,430 487,878 304,858 

(2) 構築物  45,610 45,610   

減価償却累計額  36,547 9,062 37,746 7,863 

(3) 車両及び運搬具  10,803 10,803   

減価償却累計額  9,256 1,546 9,638 1,165 

(4) 工具器具及び備品  91,255 91,540   

減価償却累計額  72,602 18,652 77,143 14,397 

(5) 土地 ※２   1,223,797 1,233,339 

有形固定資産合計    1,580,490 23.9 1,561,625 23.0

２．無形固定資産      

(1) ソフトウェア    － 8,200 

(2) 電話加入権    7,360 7,360 

無形固定資産合計    7,360 0.1 15,560 0.2

３．投資その他の資産      

(1) 投資有価証券    64,256 90,426 

(2) 関係会社株式    80,000 40,000 

(3) 出資金    110 1,160 

(4) 関係会社出資金    6,000 － 

(5) 長期貸付金 ※１   132,226 106,726 

(6) 長期前払費用    1,397 987 

(7) 繰延税金資産    135,398 106,616 

(8) 差入保証金     142,669 135,236 

  貸倒引当金    △115,153 △62,120 

投資その他の資産合計    446,904 6.8 419,033 6.2

固定資産合計    2,034,755 30.8 1,996,218 29.4

資産合計    6,611,648 100.0 6,800,198 100.0 

       
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形   362,579 425,096 

２．買掛金   160,361 301,339 

３．工事未払金 ※１   374,284 452,887 

４．短期借入金 ※２   350,000 350,000 

５．１年以内返済予定の長
期借入金 

※２   36,000 36,000 

６．未払金 ※１   127,027 73,143 

７．未払費用   24,090 17,837 

８．未成工事受入金   226,750 237,984 

９．預り金   48,292 85,254 

10．賞与引当金   45,000 40,000 

11．完成工事補償引当金   46,000 40,000 

12．その他流動負債   4,300 2,250 

流動負債合計   1,804,687 27.3 2,061,793 30.3

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金 ※２   164,000 128,000 

２．退職給付引当金   67,087 80,442 

３．役員退職慰労引当金   146,000 132,000 

４．その他固定負債   43,653 42,057 

固定負債合計   420,741 6.4 382,499 5.6

負債合計   2,225,428 33.7 2,444,292 35.9

      
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※３   547,350 8.3 547,350 8.0

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金  270,845 270,845   

資本剰余金合計    270,845 4.1 270,845 4.0

Ⅲ 利益剰余金      

１．利益準備金  93,200 93,200   

２．任意積立金      

別途積立金  2,850,000 2,850,000   

３．当期未処分利益  615,021 569,373   

利益剰余金合計    3,558,221 53.8 3,512,573 51.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

   9,940 0.1 25,527 0.4

Ⅴ 自己株式 ※４   △137 △0.0 △390 △0.0

資本合計    4,386,219 66.3 4,355,906 64.1

負債、資本合計    6,611,648 100.0 6,800,198 100.0 

       



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 完成工事高  6,770,987 (100.0) 6,365,431   (100.0)

Ⅱ 完成工事原価  5,700,993 (84.2) 5,414,965   (85.1)

完成工事総利益  1,069,993 (15.8) 950,466   (14.9)

Ⅲ その他売上高  934,719 (100.0) 847,416   (100.0)

Ⅳ その他売上原価  808,396 (86.5) 735,240   (86.8)

その他売上総利益  126,322 (13.5) 112,175   (13.2)

売上高合計    7,705,706 100.0 7,212,848 100.0 

売上原価合計    6,509,389 84.5 6,150,206 85.3

売上総利益    1,196,316 15.5 1,062,641 14.7

Ⅴ 販売費及び一般管理費      

１．役員報酬  31,160 48,872   

２．従業員給料手当  381,914 358,398   

３．賞与引当金繰入額  29,880 26,800   

４．退職給付費用  20,204 17,361   

５．役員退職慰労引当金
繰入額 

 4,500 4,300   

６．法定福利費  54,803 52,792   

７．福利厚生費  11,729 4,694   

８．修繕維持費  2,716 2,672   

９．事務用品費  13,746 17,888   

10．通信交通費  24,652 22,847   

11．動力用水光熱費  17,339 14,527   

12．広告宣伝費  109,572 117,135   

13．交際費  8,262 11,896   

14．寄付金  110 0   

15．地代家賃  81,589 75,473   

16．減価償却費  23,720 19,701   

17．租税公課  28,438 31,308   

18．保険料  873 5,740   

19. 支払手数料  120,514 93,685   

20．その他  48,581 1,014,312 13.1 51,635 977,733 13.5

営業利益    182,004 2.4 84,908 1.2

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 営業外収益      

１．受取利息  2,257 3,980   

２．受取配当金 ※１ 5,426 429   

３．仕入割引  17,304 8,013   

４．受取手数料  26,530 31,484   

５．賞与引当金戻入益  9,870 －   

６．貸倒引当金戻入益  10,559 －   

７．その他営業外収益  13,595 85,543 1.1 12,920 56,828 0.8

Ⅶ 営業外費用      

１．支払利息  10,755 9,610   

２．違約等手数料  60,879 37,754   

３．たな卸資産評価損   － 6,001   

４．その他営業外費用  2,009 73,645 1.0 2,684 56,050 0.8

経常利益    193,902 2.5 85,686 1.2

Ⅷ 特別利益      

１．貸倒引当金戻入益  － － － 53,362 53,362 0.7

Ⅸ 特別損失      

  １．関係会社株式評価損  － 39,999   

２．会員権評価損  13,500 13,500 0.2 － 39,999 0.5

税引前当期純利益    180,402 2.3 99,049 1.4

法人税、住民税及び
事業税 

 56,000 13,000   

法人税等調整額  10,264 66,264 0.8 44,521 57,521 0.8

当期純利益    114,138 1.5 41,527 0.6

前期繰越利益    500,883 527,846 

当期未処分利益    615,021 569,373 

       



完成工事原価明細書 

 （注）１．原価計算の方法 

(1）完成工事原価は、工事台帳別の個別原価計算によっており、間接経費については、建設及び設計部門で発

生した経費（建設経費）を一定の基準により算出し配賦しております。 

(2）建設経費のうち、各事業年度末における未成工事支出金へ配賦する経費については、当該科目に含めて表

示しております。 

２．引当金繰入額は次のとおりであります。 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．材料費  2,814,314 49.4 2,536,218 46.9

２．外注費  2,583,247 45.3 2,546,814 47.0

３．経費  303,431 5.3 331,932 6.1

（うち人件費）  (187,361) (3.3) (176,119) (3.3)

完成工事原価計   5,700,993 100.0 5,414,965 100.0 

賞与引当金繰入額 （前事業年度） 15,120千円 （当事業年度）    13,200千円 

退職給付費用 （前事業年度） 9,117千円 （当事業年度）     5,783千円 

完成工事補償引当金繰入額 （前事業年度） 26,945千円 （当事業年度）    40,000千円 



③【利益処分計算書】 

    
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  615,021  569,373

Ⅱ 利益処分額   

  配当金  87,175 87,175 87,167 87,167

Ⅲ 次期繰越利益  527,846  482,206

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社の主要取引先であるミサワホーム株式会社は、平成

16年12月28日に株式会社産業再生機構（以下「機構」とい

う）に事業再生計画を提出し、再生支援の申し込みを行

い、同日付で支援決定の通知を受けました。かかる状況に

おいて、同社は、多額の特別損失の計上により平成17年３

月期末において債務超過となったことから、当社には継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 機構は、平成17年３月25日に買取決定を行い、機構と関

係金融機関等の合意が整いました。これを受け、ミサワホ

ーム株式会社グループは、住宅事業への経営資源の集中及

び財務リストラを中心とした事業再生計画の実行により継

続企業の前提に関する重要な疑義は解消されるものと考え

ております。したがって、当社は継続企業を前提として財

務諸表を作成しており、当該重要な疑義の影響を財務諸表

に反映しておりません。  

 なお、上記の買取決定に基づいて、当社の主要取引先で

あるミサワホーム株式会社は平成17年６月10日付で金融機

関等から債務免除113,326百万円を受け、同社の親会社で

あるミサワホームホールディングス株式会社は株式会社ユ

ーエフジェイ銀行を引受先とする第三者割当増資（優先株

式発行）19,999百万円を実施しております。 

 また、ミサワホームホールディングス株式会社は平成17

年６月24日付でトヨタ自動車株式会社、ＮＰＦ－ＭＧ投資

事業有限責任組合、あいおい損害保険株式会社を引受先と

して第三者割当増資（普通株式発行）25,826百万円を実施

しております。 

 ────── 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

分譲土地建物及び未成工事支出金 

……個別法による原価法 

分譲土地建物及び未成工事支出金 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

……定率法 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産（ソフトウェア） 

……社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

無形固定資産（ソフトウェア） 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えて、支給

見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備

えるため、過年度の保証工事実績に基

づく実績率により計上しております。 

(3）完成工事補償引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務及び年金資産

額に基づき計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えて、内

規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ───── 

  

 （貸借対照表） 

「未収還付法人税等」は、前事業年度まで流動資産の

「その他流動資産」に含めて表示しておりましたが、金

額的重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前事業年度末の「未収還付法人税等」は1,998

千円であります。 

 （損益計算書） 

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しておりました「支払手数料」（前事業

年度計上額116,828千円）は販売費及び一般管理費に占

める重要性が増したため、当事業年度より区分掲記い

たしました。 

───── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．関係会社に対する主な資産、負債 

 区分掲記した以外で各科目に含まれているもの

は、次のとおりであります。 

※１．関係会社に対する主な資産、負債 

 区分掲記した以外で各科目に含まれているもの

は、次のとおりであります。 

長期貸付金 123,500千円

その他負債 81,170千円

長期貸付金      98,000千円

※２．資産のうち、金融機関からの借入金の担保に供し

ているものは、次のとおりであります。 

※２．資産のうち、金融機関からの借入金の担保に供し

ているものは、次のとおりであります。 

建物 286,538千円

土地 1,088,918千円

計 1,375,457千円

建物     267,059千円

土地  1,088,918千円

計  1,355,978千円

担保提供資産に対応する債務 担保提供資産に対応する債務 

短期借入金 350,000千円

１年以内返済予定の長期

借入金 
36,000千円

長期借入金 164,000千円

計 550,000千円

短期借入金     350,000千円

１年以内返済予定の長期

借入金 
     36,000千円

長期借入金     128,000千円

計     514,000千円

※３．授権株式数及び発行済株式総数 ※３．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 24,000,000株

発行済株式総数 普通株式 6,706,000株

授権株式数 普通株式  24,000,000株

発行済株式総数 普通株式     6,706,000株

※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式200株で

あります。 

※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式800株で

あります。 

  ５. 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は9,940千円で

あります。 

  ５. 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は25,527千円

であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．受取配当金には関係会社からのものが5,000千円含

まれております。 

※１．              ────── 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

3,345 3,283 61

合計 3,345 3,283 61

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

3,345 3,345 －

合計 3,345 3,345 －

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 61千円

１年超 －千円

合計 61千円

１年内   －千円

１年超  －千円

合計   －千円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

  

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 371千円

減価償却費相当額 371千円

支払リース料    61千円

減価償却費相当額    61千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平

成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 52,119

賞与引当金損金算入限度超過額 18,197

完成工事補償引当金損金算入限度超

過額 
18,601

退職給付引当金損金算入限度超過額 26,531

役員退職慰労引当金損金算入限度超

過額 
59,039

分譲土地建物評価損否認 9,296

未払事業税 821

違約等手数料否認  24,262

会員権評価損否認 6,519

その他 12,780

繰延税金資産合計 228,170

繰延税金資産 千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 30,541

賞与引当金損金算入限度超過額 16,175

完成工事補償引当金損金算入限度超

過額 
16,175

退職給付引当金損金算入限度超過額 32,529

役員退職慰労引当金損金算入限度超

過額 
53,378

関係会社株式評価損否認  16,175

分譲土地建物評価損否認 9,296

違約等手数料否認  8,087

その他 14,452

繰延税金資産小計 196,811

評価性引当額  △13,162

繰延税金資産合計  183,649

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △6,640

繰延税金資産の純額 221,530

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △17,223

繰延税金資産の純額 166,425

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1 

受取配当金の益金に算入されない項目 △1.1 

住民税均等割等 0.9 

未払法人税等の取崩 △5.4 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税率の負担率 36.7％

 

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.2 

受取配当金の益金に算入されない項目 △0.1 

住民税均等割等 1.7 

評価性引当額の変動額 10.8 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税率の負担率 58.1％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 654円09銭

１株当たり当期純利益金額 17円02銭

１株当たり純資産額    649円63銭

１株当たり当期純利益金額   6円19銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（千円） 114,138 41,527 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (  －)  (  －) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 114,138 41,527 

期中平均株式数（株） 6,705,800 6,705,420 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── (子会社の解散及び清算) 

  当社の子会社である北陸ミサワ建設株式会社は、設立

当初の、技術者を養成するという目的を達成したため、

平成18年５月22日開催の取締役会において解散及び清算

を決議いたしました。 

  当該子会社の概要は以下のとおりであります。 

  ①当該子会社の名称、事業内容、持分比率 

   名称: 北陸ミサワ建設株式会社 

   事業内容： プレハブ住宅の施工監理 

   持分比率： 100％ 

  ②解散及び清算の時期 

     平成18年5月22日 当社取締役会で解散決議 

     平成18年7月 1日 当該子会社臨時株主総会にお 

                        ける解散決議(予定) 

     平成19年1月   清算結了（予定） 

    ③当該子会社の状況、負債総額 

      所在地: 石川県金沢市西金沢四丁目555番地 

   代表者: 代表取締役 田中 孝司 

   設立年月日: 平成５年８月２日 

   資本金： 30,000千円 

   負債総額： 94,056千円 

  ④当該解散による会社の損失見込額 

   解散及び清算に伴う損益への影響は、軽微であり 

  ます。 

  ⑤当該解散が営業活動等へ及ぼす影響 

   売上の大部分が当社グループ内の取引であるた 

  め、軽微であります。  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

      【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

  （注） 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

     の記載を省略しております。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

  ミサワホームホールディングス㈱ 4,506 26,630 

 ㈱ほくほくフィナンシャルグループ 61,896 32,000 

 ㈱北國銀行 55,000 30,745 

 みずほ信託銀行㈱ 1,709 651 

 その他 2 400 

計 123,113 90,426 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産               

建物 791,311 1,425 － 792,736 487,878 23,997 304,858 

構築物 45,610 － － 45,610 37,746 1,198 7,863 

車両及び運搬具 10,803 － － 10,803 9,638 381 1,165 

工具器具及び備品 91,255 285 － 91,540 77,143 4,540 14,397 

土地 1,223,797 9,542 － 1,233,339 － － 1,233,339 

有形固定資産計 2,162,777 11,253 － 2,174,031 612,405 30,118 1,561,625 

無形固定資産               

ソフトウェア － － － 10,672 2,472 － 8,200 

電話加入権 － － － 7,360 － － 7,360 

無形固定資産計 － － － 18,032 2,472 － 15,560 

長期前払費用 1,397 － 410 987 － － 987 



【資本金等明細表】 

 （注）当期末における自己株式数は、800株であります。 

【引当金明細表】 

  （注）１．貸倒引当金の当期減少額「その他」は、債権回収による取崩額180千円、一般債権の貸倒実績率による洗替

額560千円及び個別引当金の見直しによる戻入額53,430千円であります。 

      ２．賞与引当金の当期減少額「その他」は、従業員の減少による戻入であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 547,350 － － 547,350 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (6,706,000) (－） (－） (6,706,000) 

普通株式 （千円） 547,350 － － 547,350 

計 （株） (6,706,000) (－） (－） (6,706,000) 

計 （千円） 547,350 － － 547,350 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 270,845 － － 270,845 

計 （千円） 270,845 － － 270,845 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 93,200 － － 93,200 

（任意積立金）           

別途積立金 （千円） 2,850,000 － － 2,850,000 

計 （千円） 2,943,200 － － 2,943,200 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 128,888 807 － 54,170 75,525 

賞与引当金 45,000 40,000 40,925 4,075 40,000 

完成工事補償引当金 46,000 40,000 46,000 － 40,000 

役員退職慰労引当金 146,000 4,300 18,300 － 132,000 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１ 現金及び預金 

２ 受取手形 

     （イ）相手先別内訳 

     （ロ）期日別内訳 

３ 完成工事未収入金 

相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 23,071 

銀行預金   

普通預金 3,393,349 

定期預金 281,000 

別段預金 941 

小計 3,675,290 

合計 3,698,362 

相手先 金額（千円） 

 ㈱北國事業 37,500 

 創和建設㈱  2,000 

合計 39,500 

期日別 金額（千円） 

平成18年６月 2,000 

７月 37,500 

合計 39,500 

相手先 金額（千円） 

個人 454,720 

合計 454,720 



４ 完成工事未収入金及び売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１．＜算出方法＞ 

２．当期発生高は、当期完成工事高、分譲住宅、下取不動産、メンテナンス工事の売上高を記載しております。

３．上記金額には消費税等が含まれております。 

５ 分譲土地建物 

(イ）分譲土地 

 （注） 分譲用土地及び下取不動産であります。 

６ 未成工事支出金 

期首売掛債権 当期発生高 当期回収高 期末売掛債権 

回収率 
（％） 

平均 
滞留 
期間 
（日）

完成工事 
未収入金 
（千円） 

売掛金 
（千円） 

計 
（千円） 
(A) 

（千円） 
(B) 

（千円） 
(C) 

完成工事 
未収入金 
（千円） 

売掛金 
（千円） 

計 
（千円） 
(D) 

391,250 20,720 411,970 7,549,153 7,506,402 454,720 － 454,720 94.3 21.0 

(イ） 回収率 ＝ 
(C) 

× 100 
    

(A)＋(B)     

(ロ） 平均滞留期間 ＝ 
１／２×｛(A)＋(D)｝

×365
(B) 

地域別 金額（千円） 面積（㎡） 

石川県 金沢市 31,000 364.34 

  白山市 27,139 537.78 

  小松市 7,880 182.51 

福井県 福井市 11,030 182.07 

  越前市 10,000 130.01 

  敦賀市 7,000 206.24 

合計 94,049 1,602.95 

(ロ） 分譲建物    45,720千円 

  分譲土地建物 計     139,769千円 

内訳 金額（千円） 

材料費 177,983 

外注費 169,085 

経費 11,922 

合計 358,991 



② 負債の部 

１ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

２ 買掛金 

３ 工事未払金 

相手先 金額（千円） 

㈱ヒサヤマ工務店 22,238 

㈱福井建材社 19,494 

㈱日立ハウステック西日本 15,778 

㈱アルプス工業 15,175 

ウエルド㈱ 13,761 

その他 338,648 

合計 425,096 

期日別 金額（千円） 

平成18年４月 108,921 

５月 128,480 

６月 75,573 

７月以降 112,120 

合計 425,096 

相手先 金額（千円） 

ミサワホーム㈱ 281,763 

その他 19,574 

合計 301,339 

相手先 金額（千円） 

㈱ウエルド 18,371 

㈱都市総合建設 16,958 

㈱ヒサヤマ工務店 16,319 

㈱アルプス工業 13,735 

㈱菱和システム中部 12,260 

その他 375,241 

合計 452,887 



４ 未成工事受入金 

     ５ 短期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

個人 237,984 

合計 237,984 

相手先 金額（千円） 

㈱北陸銀行 100,000 

㈱北國銀行  150,000 

㈱福井銀行 100,000 

合計 350,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  （注）平成18年６月29日の株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。

当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。  

     公告掲載ＵＲＬ 

    http://www.hokuriku-misawa.co.jp/ 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 500株券、1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 同社本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき 200円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 同社本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 電子公告制度を採用しています。（注） 

株主に対する特典 ありません 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

      当社は、「企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和48年大蔵省令第５号）第三号様式 記載上の注意(49) ｅ」

に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    (1)有価証券報告書及びその添付書類 

       事業年度（第35期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日北陸財務局長に提 

     出。 

    (2)臨時報告書 

        平成17年10月３日北陸財務局長に提出。 

      証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動 

      ）の規定に基づく臨時報告書であります。 

     (3)半期報告書 

     （第36期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日北陸財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

北 陸 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている北陸ミサワホーム株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北陸ミサワホー

ム株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社の主要取引先であるミサワホーム株式会社は、株式会社産業再生機構

に再生支援の申し込みを行い、同社は平成１７年３月期末において債務超過となっているため、会社には継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岡 村 健 司 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

北 陸 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている北陸ミサワホーム株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北陸ミサワホー

ム株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１８年５月２２日開催の取締役会において、連結子会社である北陸ミサワ

建設株式会社の解散及び清算について決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岡 村 健 司 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

北 陸 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている北陸ミサワホーム株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北陸ミサワホーム株

式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社の主要取引先であるミサワホーム株式会社は、株式会社産業再生機構

に再生支援の申し込みを行い、同社は平成１７年３月期末において債務超過となっているため、会社には継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岡 村 健 司 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

北 陸 ミ サ ワ ホ ー ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている北陸ミサワホーム株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北陸ミサワホーム株

式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１８年５月２２日開催の取締役会において、連結子会社である北陸ミサワ

建設株式会社の解散及び清算について決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 正 挙 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岡 村 健 司 
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